
1 国家資格等情報連携・活用システムの利用拡大に伴う都道府県経由の廃止（９件）
【デジタル化】（※２）

秋田県、埼玉県、新潟県、福井県、都城市、鹿児島県、全国知事会、九
州地方知事会　等 60

2 各種経由事務の廃止（20件）
【デジタル化】

宮城県、山形市、市原市、神奈川県、平塚市、兵庫県、奈良県、愛媛県、
長崎市、熊本県、薩摩川内市、全国知事会、九州地方知事会　等 123

3 一斉調査システムの利用拡大に伴う都道府県経由の廃止（５件）
【デジタル化】

青森県、千葉県、愛知県、奈良県、山口県、全国知事会、中国地方知事
会、九州地方知事会　等 30

4 国への返還金に関する取扱いの見直し（５件） 宮城県、埼玉県、長野県、全国知事会、指定都市市長会　等 61

5 資格付与者の見直し（２件）
【デジタル化】

広島県、福岡県、全国知事会、中国地方知事会、九州地方知事会　等 16

6 各種証明書の電子交付（４件）
【デジタル化】

八戸市、大府市、指定都市市長会、中核市市長会 40

7
マイナンバー制度等における情報連携の活用によって申告書の提出等を不要とす
る見直し（５件）
【デジタル化】

青森市、常総市、愛知県、春日市、指定都市市長会 48

8 個人の住所に係る告示等の見直し（４件） 大府市、京都市、指定都市市長会、関西広域連合　等 32

9 土地開発公社等の解散に伴う清算手続における公告回数の見直し 山梨県 3

10 租税特別措置に関する市町村事務の見直し（３件）
【デジタル化】

福島市、神戸市、指定都市市長会 35

11 保険資格の切替・得喪時に係る手続等の見直し（４件）
【デジタル化】

ひたちなか市、桶川市、小千谷市、都城市　等 34
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12 券面を発行しない方法による地方債（デジタル債）を発行可能とすること
【デジタル化】

東京都 4

13 産業廃棄物処理業に係る事務手続等の電子化
 【デジタル化】

熊本県 7

14 財産区議会議員選挙における供託金制度の適用除外
【人口減少】

まんのう町　等 6

15 行政相談委員法に基づく行政相談委員の配置基準の緩和
【人口減少】

山梨県、全国知事会 8

16 障害者支援施設における設備基準等の見直し
【人口減少】

広島県、全国知事会、中国地方知事会　等 11

17 介護職員初任者研修における通信学習方式の学習時間の取扱いの弾力化
【人口減少】

岐阜県 4

18 福祉サービス第三者評価事業における認証手続・評価調査者養成の見直し
【人口減少】

岐阜県　等 5

19
建替えを伴わない団地集約の場合においても公営住宅の明渡請求を可能とする見
直し及び公営住宅建替事業における「近接する土地」の明確化　（２件）
【人口減少】

岡崎市、宝塚市　等 19

20 精神障害者の移送等に係るタクシーの営業区域外旅客運送の規制緩和
【人口減少】

岡山県、中国地方知事会　等 4

21 児童扶養手当の算定における公的年金等の控除の見直し 指定都市市長会 14

22
前任の教育長が辞職した場合等における補欠の教育長の任期に係る残任期間の
規定の見直し

大府市 8

23 特別免許状及び臨時免許状の授与権限の指定都市教育委員会への移譲 名古屋市 4

24
特別支援学校への就学奨励に関する法律における未成年者の保護者の要件の見
直し

茨城県　等 11

 　Ⅱ．その他の事項
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共同提案団体数

の合計
（重複を除く）

25
博物館の登録事務について、教育委員会から知事部局への移管を可能とする見直
し

長野県 2

26
登録記念物及び登録有形文化財の現状変更届のうち軽微な案件については、文化
庁長官宛ての届出を廃止し、都道府県又は市等への届出にすること

名古屋市 7

27 国民健康保険関係事務の見直し（６件） 市原市、大府市、高知市、佐賀県 29

28
介護保険事業所及び障害福祉サービス等事業所への補助金支払事務の私人委託
を可能とする見直し

秋田県 10

29 自立支援医療制度等における受給者証への加入医療保険情報の印字の省略 指定都市市長会 11

30 指定難病特定医療費支給認定事務の中核市への移譲 奈良県、関西広域連合　等 11

31 社会福祉主事の任用資格要件の緩和 大府市 19

32 導入促進基本計画の策定の廃止等 長岡京市 7

33 空家等管理活用支援法人の指定要件の緩和 東久留米市 6

34 離島活性化交付金等事業計画の廃止等 佐賀県 2

35
都市計画法に基づく市街化区域の設定を土地利用の実情等に即して柔軟に設定可
能とすること

亀岡市 2

36
廃棄物の処理及び清掃に関する法律第23条の5の「関係行政機関への照会等」と
同等の調査権限を市町村長にも付与すること

津市 7

37 公害医療機関の診療報酬の審査支払事務の委託 岡山県、中国地方知事会 3
※１　主たる提案団体及び連合組織を記載（複数提案が含まれる事項においては、各提案の主たる提案団体等（重複を除く）を記載）
※２　【  】内は、該当する重点募集テーマ「デジタル化」「人口減少地域等におけるサービス空白地域の解消等」（有識者会議（令和７年１月27日）において決定）について記載


